この契約書の例示はあくまでイメージであり、各項目の記載の方法・内容については、事業所の実情に応じて作成してください。


指定介護予防支援契約書

　　　　　　　様(以下、「利用者」)と　　 事業所名　　　（以下、「事業者」)は、介護保険法(以下、「法」)第115条の23の規定に基づく指定介護予防支援について、各々対等の立場でその内容を確認し、次のとおり契約を締結し、信義に従い、誠実にこれを履行します。

（契約の目的）

第1条　この契約は、利用者が介護予防サービス及び介護予防・生活支援サービス及びその他事業(以下、「介護予防サービス等」)を適切に利用できるように、事業者が利用者の依頼を受けて、利用者の心身の状況、置かれている環境や利用者及びその家族の希望等を考えて介護予防サービス計画を作成し、かつ、介護予防サービス等の提供が確保されるようサービス提供事業者等との連絡調整、その他の便宜の提供を行う介護予防支援について定めることを目的とするものです。

（契約期間)

第２条　この契約期間は、令和　年　月　日から利用者の要支援認定の有効期間満了をもって終了とします。ただし、契約期間の満了日以前に、利用者が要支援認定の区分変更認定または更新認定を受けた場合は、その要支援認定の有効期間が満了する日までとします。
　２　上記の契約期間満了の７日前までに、利用者から事業者に対して書面により契約解約の申し出がない場合、契約は自動更新されるものとします。

（契約の解約）

第３条　利用者は、事業者に対して契約終了を希望する日の７日前までに書面により解約の申し出ることによって、この契約を解約することができます。ただし、契約の解約により事業者に不測の損害が生じた場合、賠償していただきます。

２　事業者は、やむを得ない事情が発生し介護予防支援の提供が困難となった場合、利用者に対して契約終了日の1ヶ月前までに理由を通知することによって、契約を解約することができます。

　３　利用者またはその家族による契約を継続しがたいほどの重大な行為により、事業者が円滑なサービス提供ができなくなる場合、事業者は１ヶ月以上の事前申し出の期間なしにこの契約を解約することができます。この場合、書面により解約する理由を通知します。

４　次の場合には、自動的に契約は終了します。

（１）利用者の介護認定区分が「自立」もしくは「要介護」と認定された場合
（２）利用者が転出又は死亡などの理由により、神河町の被保険者でなくなった場合
（３）介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を利用した場合
（介護予防サービス計画作成前のサービス提供）

第４条　介護予防サービス計画が作成される前であっても、緊急に必要な場合、サービスが提供されることができるよう事業者が取りはからいます。

（要支援認定前のサービス提供）

第５条　利用者が、要支援認定前に介護予防サービス等の利用を希望する場合、要支援認定後に事業者と契約する意思が確認された場合に限り、事業者がサービス提供事業者に連絡し、介護予防サービス等の利用が提供されるように調整します。ただし、要支援認定で「自立」と認定された場合、利用者が利用料の全額を負担することとなります。また、認定された要介護状態区分に応じて、利用料の一部が利用者の負担となる場合があります。

（担当者）

第６条　事業者は、介護予防支援の業務を担当する介護支援専門員を選任し、利用者に対し別紙書面により通知します。

２　事業者は、介護支援専門員を交代させる場合、利用者に対し交代の理由を明らかにし、交代後の介護支援専門員を別紙書面により通知します。

（個人情報の保護）

第７条　事業者の職員は、介護予防支援を提供する上で知り得た利用者及びその家族に関する個人情報について、契約期間中はもとより契約終了後も正当な理由なく第三者に漏らしません。この個人情報を保持する義務は契約終了後も継続します。
２　サービス担当者会議等において利用者及びその家族に関する個人情報の開示が必要な場合は、あらかじめ利用者から書面で同意を得て個人情報を開示します。

２　事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物(磁気媒体情報及び伝送情報を含む)については、善良な管理者の注意をもって管理し、また処分する際にも第三者への漏洩を防止します。

（賠償責任）

第８条　事業者が介護予防支援の提供を行う上で、本契約に違反し、または介護保険法及び民法その他の関係法令に違反し、利用者の介護予防サービス等の利用に支障を生じさせ損害を与えた場合、事業者は利用者に対しその損害を速やかに賠償します。

（相談窓口）

第９条　事業者は、利用者からの相談・苦情の窓口を設置し、自ら提供した介護予防支援または介護予防サービス計画に基づき提供された介護予防サービス等に関する利用者の要望、苦情等に対し迅速かつ適切に対応します。
（管轄裁判所）

第１０条　この契約についてやむを得ず訴訟となる場合、利用者及び事業者は、利用者の居住地を管轄する裁判所を第一審管轄裁判所とします。
（重要事項説明書）

第１１条　この契約に規定されている内容以外の重要事項については、別添の「指定介護予防支援重要事項説明書」の準用をもって契約内容とします。
なお、以上の契約を証するため、本書２通を作成し、利用者及び事業者が署名押印のうえ、各自１通を保有するものとします。

　　令和　　　年　　　月　　　日

所 在 地　 　
事業所名　 　
管理者名　　 
　　　  　　　　 利用者　　

　　　　   　　　　　 住　　所

　　　　　　　　　
　　　　  　　　  　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　
代理人　続柄（　　　）

　　　　  　　　　　　住　　所


　　　 　 　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　 

別紙
令和　年　月　日
　　　　　　　　　様

　　　　　事業所名　　　　
管理者　　　　　　　　　　
介護予防支援担当者について

　　　事業所名　　　は、　　　　　　　　様と契約した介護予防支援について、次のものに
担当させます。

	事業所名
	　

	担当者
	　

	所在地
	　

	連絡先
	　

	介護保険指定事業所番号
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